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3. 循環水ポンプ

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基

づき，循環水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するもの

である。 

循環水ポンプは，設計基準対象施設のうち浸水防止設備としてＳクラス施設に分類され

る。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

なお，循環水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立形ポン

プであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づく評価を基本とし，浸水防止設備としての評

価部位も評価を実施する。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

循環水ポンプの構造計画を表 3.2－1に示す。 
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3.3 固有値解析及び構造強度評価 

3.3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

循環水ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。ただし，解析モデルにおいてディスチャージケーシングに接

続される短管の剛性を考慮することとしており，短管の剛性が NS方向及び EW方向で異な

ることから，各方向で異なるモデルにより耐震評価を行う。なお，水平方向はスペクトル

モーダル解析，鉛直方向は静的解析を用いて行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地

震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

基礎ボルトの構造強度評価において，水平方向の地震荷重及びポンプ振動によりポンプ

ベースに作用する荷重は，ポンプベースのリブを介して基礎に伝達されるため基礎ボルト

に作用しない。ただし，循環水ポンプは電動機とポンプが独立した基礎を有する構造であ

ることから，ポンプ回転により作用するモーメントを考慮して基礎ボルトの評価を行う。 

また，リブはポンプベースに溶接で固定されることから，リブ溶接部に対して構造強度

評価を行う。 

循環水ポンプは浸水防止設備であるため，評価部位としてディスチャージケーシングの

評価を実施する。リブ溶接部及びディスチャージケーシングの耐震計算方法は上記方針に

よらないため，「3.3.6 計算方法」に基づき実施する。 

3.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

循環水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3.3－1に示す。 

(2) 許容応力

循環水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3.3－2及び

表 3.3－3のとおりとする。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

循環水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3.3－4に示す。 
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3.3.3 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化に際しては，ロータ，保護管及びコラムパイプに対して水の付加質量及び排除

水体積質量を考慮する。 

(2) 固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【循環水ポン

プの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(3) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確

認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.3.4 固有周期 

固有値解析のうち NS方向モデルの結果を表 3.3－5に，EW方向モデルの結果を表 3.3－

6に示す。振動モード図のうち NS方向モデルの図を図 3.3－1，図 3.3－2及び図 3.3－3

に，EW方向モデルの図を図 3.3－4，図 3.3－5及び図 3.3－6 に示す。固有周期は，0.05

秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 7次モード以降で卓越

し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 3.3－5 固有値解析結果（NS方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.138 -9.020 ― ― 

2次 水平 0.129 3.091 ― ― 

3次 水平 0.073 -1.920 ― ― 

4次 水平 0.059 -0.550 ― ― 

5次 水平 0.051 -0.066 ― ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3.3－1 振動モード（NS方向モデル）（1次モード 水平方向 0.138s） 

図 3.3－2 振動モード（NS方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 
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図 3.3－3 振動モード（NS方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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表 3.3－6 固有値解析結果（EW方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.138 ― -9.032 ― 

2次 水平 0.129 ― 3.014 ― 

3次 水平 0.073 ― -1.911 ― 

4次 水平 0.059 ― -0.532 ― 

5次 水平 0.051 ― -0.066 ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

図 3.3－4 振動モード（EW方向モデル）（1次モード 水平方向 0.138s） 
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図 3.3－5 振動モード（EW方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 

図 3.3－6 振動モード（EW方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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3.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力のうち NS方向を表 3.3－7に，EW方向を表 3.3－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-

2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-

1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表 3.3－7 設計用地震力（設計基準対象施設）（NS 方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.138＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.138 2.70 ― ― 4.68 ― ― 

2次 0.129 2.70 ― ― 4.68 ― ― 

3次 0.073 1.34 ― ― 2.58 ― ― 

4次 0.059 1.47 ― ― 2.78 ― ― 

5次 0.051 1.13 ― ― 2.25 ― ― 

動的震度＊6，＊7 0.80 ― 0.63 1.41 ― 1.26 

静的震度＊8 0.58 ― 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 3.3－8 設計用地震力（設計基準対象施設）（EW 方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.138＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.138 ― 4.04 ― ― 5.73 ― 

2次 0.129 ― 3.36 ― ― 5.45 ― 

3次 0.073 ― 1.03 ― ― 2.63 ― 

4次 0.059 ― 1.24 ― ― 2.26 ― 

5次 0.051 ― 1.21 ― ― 1.95 ― 

動的震度＊6，＊7 ― 0.95 0.63 ― 1.67 1.26 

静的震度＊8 ― 0.58 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅱ（基準地

震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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3.3.6 計算方法 

(1) 記号の説明

循環水ポンプのディスチャージケーシングの応力評価に使用する記号を表 2.3－9に示

す。 

表 3.3－9 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ リブ外径 mm 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

ｄ リブ内径 mm 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｌ 溶接部のど厚 mm 

Ｍｄ ディスチャージケーシングに作用する水平方向地震による

モーメント

N･mm 

ＭｄＣｐ ディスチャージケーシングに作用する水平方向のポンプ振

動によるモーメント 

N･mm 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｑ 溶接部に作用するせん断力 N 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに

生じる水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケー

シングに生じる鉛直方向の応力

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 

τ 溶接部に作用するせん断応力 MPa 
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(2) ディスチャージケーシングの応力の計算方法

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシン

グに生じる応力を次式で求める。 

a. ポンプ振動による震度による水平方向の応力

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ

b. 水平方向地震による応力

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ

c. 自重及びポンプ振動による震度による鉛直方向の応力

σｄＣＶ１＝
（1＋ＣＰ）・ｍｄ・g

Ａｄ

d. 鉛直方向地震による応力

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ

e. 内圧による応力

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ

以上の a.～e.の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
２
＋(σｄＣＶ２)

２

＋σｄＺＰ，σｄθＰ) 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

(3) リブ溶接部の応力の計算方法

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，リブ溶接部に生じる応力

を次式で求める。なお，評価にあたり，リブ板厚より溶接部のど厚の方が値が小さいため

保守的にのど厚にて応力を算出する。 

τ＝
Ｑ

(π・
Ｄ＋ｄ

2 )・Ｌ

3.3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.7) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.8) 
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3.3.8 応力の評価 

(1) ディスチャージケーシングの応力評価

3.3.6 (2)項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。ただ

し，Ｓｄａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

(2) リブ溶接部の応力評価

3.3.6 (3)項で求めた応力が周囲環境温度における許容応力以下であること。ただし，許

容応力は下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・

Ｓとの大きい方とする。 

0.6・Ｓｕ 

応力の種類 

許容応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

せん断応力 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ 

＊
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3.4 評価結果 

3.4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。NS方向及び EW

方向で解析モデルが異なるため，各方向に対する耐震評価結果を記載する。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

リ
ブ
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1
.4
 
結
論
 

1
.4
.
1 

固
有
周
期

 
 (
単
位
：

s)
 

方
向
 

固
有
周
期
 

水
平
方
向
 

Ｔ
Ｈ
１
＝

0.
13
8 

鉛
直
方
向
 

Ｔ
Ｖ
１
＝

0.
05
0
以
下
 

1
.4
.
2 

ボ
ル
ト
の
応
力

 
 (
単
位
：
MP
a
) 

 1
.4
.
3 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
の
応
力

(単
位
：

MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

応
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
＝
 
53
 

Ｓ
ａ
＝

23
5 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

引
張
 

σ
ｂ

１
＝

 
1
9 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

１
＝

  
99
 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
＝
 
80
 

Ｓ
ａ
＝

24
0 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝

  
 4
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

τ
ｂ

１
＝

  
 4
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

（
ｉ
＝
2）

 

引
張
 

σ
ｂ

２
＝

 
1
6 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

２
＝

  
59
 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
40

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

２
＝

  
31
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

τ
ｂ

２
＝

  
52
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

注
記
＊
：
ƒ
ｔ
ｓ
i＝

Mi
n[
1
.4
・
ƒ
ｔ
ｏ
i－

1.
6・

τ
ｂ
ｉ
，
ƒ
ｔ
ｏ
i]

1
.4
.
4 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
の
応
力

 
 
(単

位
：
MP
a)
 

 
1.
4
.5
 
リ
ブ
溶
接
部
の
応
力

 
 (
単
位
：

MP
a
) 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
ｄ
＝
 
53
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

23
5 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
ｄ
＝
 
80
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

24
0 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。

部
材
 

材
料
 

応
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

リ
ブ

せ
ん
断
 

5 
1
59
 

8 
1
59
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。

 

47



S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
2-

11
 R
0 

1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

Ｂ
～
Ｂ
矢
視
図

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

Ｄ
２

 

Ｄ
１

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ

 

ケ
ー
シ
ン
グ

ロ
ー
タ

保
護
管

 

Ｘ
(N
S
方
向

) 

Ｙ
 

Ｚ
(E
W
方
向

) 

短
管

 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
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【
循
環
水
ポ
ン
プ
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】
 

2
.

設
計
基
準
対
象
施
設
（

EW
方
向
）

2
.1
 
設
計
条
件

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ

(m
) 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
 

温
度
 

(℃
) 

周
囲
環
境
 

温
度
 

(℃
) 

最
高
使
用
圧
力

(M
Pa
) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

Ｓ
 

取
水
槽
 

E
L 
1
.1

＊
1  

0
.1
3
8 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝

0
.9
5
＊
2

又
は
＊
3

Ｃ
Ｖ
＝
0
.6
3
＊
2  

Ｃ
Ｈ
＝

1
.6
7
＊

4

又
は
＊
5 

Ｃ
Ｖ
＝

1
.2
6
＊

4  
Ｃ

ｐ
＝
0
.0
1 

3
0 

0
.3
1 

注
記
＊

1：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

設
計
用
震
度
Ⅱ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
及
び
静
的
震
度
を
上
回
る
設
計
震
度

 

＊
3：

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
に
よ
り
得
ら
れ
る
震
度

 

 
 
＊

4：
設
計
用
震
度
Ⅱ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
を
上
回
る
設
計
震
度

 

＊
5：

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
得
ら
れ
る
震
度
 

2
.2
 
機
器
要
目
 

(
1)

ボ
ル
ト

(2
)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

注
記
＊
1：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

＊
2：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

(4
)

リ
ブ
溶
接
部

部
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ
ｉ
 

Ｍ
ｐ

(
N･
m
m)
 

Ｓ
ｙ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
ｉ

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
ｉ
(R
T)
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ

(
MP
a
)

Ｆ
ｉ

(
MP
a
) 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
1
2 

1
2 

1
.3
3
7×

10
8  

1
98

＊
1  

5
04

＊
1  

2
05
 

2
05
 

2
05
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

―
 

2
35

＊

(
16
m
m＜

厚

さ
≦
40
m
m)
 

4
00

＊

(
16
m
m＜

厚

さ
≦
40
m
m)
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 
2
4 

2
4 

1
.3
3
7×

10
8  

2
05

＊
2  

5
20

＊
2  

2
05
 

2
05

2
05
 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｄ
 

(
mm
) 

ｔ
ｄ
 

(
mm
) 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

―
 

2
35

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

4
00

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

Ｈ
ｐ

 

(μ
m
) 

Ｎ
 

(
rp
m
) 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

＊ 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
 

(
mm
) 

ｄ
 

(
mm
) 

Ｌ
 

(
mm
) 

リ
ブ

―
 

2
31

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

3
94

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

注
記
＊
：
周
囲
環
境
温
度
で
算
出
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2
.3
 
計
算
数
値
 

(
1)

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

部
材
 

Ｍ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｍ
Ｃ
ｐ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｆ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
)

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 

(
2)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
 

Ｍ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
ｄ
 

Ｍ
ｄ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

(
4)

リ
ブ
溶
接
部
に
作
用
す
る
力

 (
単
位
：
N)
 

部
材
 

Ｑ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

リ
ブ
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結
論
 

2
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.
1 

固
有
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 (
単
位
：

s)
 

方
向
 

固
有
周
期
 

水
平
方
向
 

Ｔ
Ｈ
１
＝

0.
13
8 

鉛
直
方
向
 

Ｔ
Ｖ
１
＝

0.
05
0
以
下
 

2
.4
.
2 

ボ
ル
ト
の
応
力

 
 (
単
位
：
MP
a
) 

 2
.4
.
3 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
の
応
力

(単
位
：

MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

応
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
＝
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Ｓ
ａ
＝
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5 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

引
張
 

σ
ｂ

１
＝

 
6
0 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

１
＝

 1
32
 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
＝
 
95
 

Ｓ
ａ
＝

24
0 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝

  
 4
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

τ
ｂ

１
＝

  
 4
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

（
ｉ
＝
2）

 

引
張
 

σ
ｂ

２
＝

 
4
1 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
52

＊
 

σ
ｂ

２
＝

  
79
 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
27

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

２
＝

  
40
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

τ
ｂ

２
＝

  
61
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

注
記
＊
：
ƒ
ｔ
ｓ
i＝

Mi
n[
1
.4
・
ƒ
ｔ
ｏ
i－

1.
6・

τ
ｂ
ｉ
，
ƒ
ｔ
ｏ
i]

2
.4
.
4 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
の
応
力
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位
：
MP
a)
 

 
2.
4
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リ
ブ
溶
接
部
の
応
力

 
 (
単
位
：

MP
a
) 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 

64



S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
2-

11
 R
0 

(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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